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1 農林水産省ＨＰより 







































る。第２期産業クラスター計画の 18 の計画の “重点産業分野”の「ものづくり」「バイオ」分野の中で、
食あるいは農林水産物といったものが含まれる計画がいくつかあり、そこでは「機能性食品」が取り


















在で全国に 49 の食料産業クラスター協議会が設置され 145 の新商品開発が実施されてい
る。このように様々な商品開発がなされているが、公設試との連携はあるものの、大学と
の連携があまり見られない傾向にある。 
























































                                                   





3 厚生労働省ＨＰ http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/pdf/kenkouzoushinkodai_1.pdf より 
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計画（2001～2005 年度）で参加企業約 10,700 社、参加大学･高専約 290 校、５万件の新事業創
出といった成果が出ており、知的クラスター創成事業については、第Ⅰ期事業期間（2002～2005
































                                                   
5 「科学技術による地域活性化戦略」2008 年５月 19 日総合科学技術会議 より 
6 農林水産省ＨＰ「食料産業クラスター協議会による新製品開発の状況」よりカウント 
7 農林水産省ＨＰより 
8 『日本の産業クラスター戦略  地域における競争優位の確立』（石倉洋子・藤田昌久・前田昇・金井一頼・山崎
朗著）における「クラスター形成・促進要素」を参考にキーワードを抽出  
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第３章 食品産業の位置付け  
 
 ここでは、食料産業クラスターの取組の主体となる食品産業の位置付けについて分析を行う。
2006 年度における「農業・食料関連産業」の国内生産額は、102 兆 5,60２億円となっており、国内
総産出額の約１割を占めている。そのうち約１割を農業が占め、関連製造業が 37％、関連流通業











の 12.6%（図表 3-1参照）、従業者数の構成比については、「食料品製造業」は第１位で 13.3％（図
表 3-2 参照）、製造品出荷額等の構成比については、「輸送用機械器具製造業」（19.0％）、「一
般機械器具製造業」（10.8％）、「化学工業」（8.4％）についで第４位の 7.2％となっている（図表 3-3
                                                   
9  「平成 18 年度農業・食料関連産業の経済計算（速報）」（農林水産省）より 




















































出典：経済産業省平成 19 年工業統計速報より 
 














































出典：経済産業省平成 19 年工業統計速報より 
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図表 3-4 中小企業に対する大企業の割合  
 
出典：経済産業省平成 17 年工業統計表「企業統計編」より 
 
 








図表 3-5 産業別出荷額の都道府県別順位及び主要産業の概況（従業員４人以上の事業所） 
 
出典：経済産業省平成 19 年工業統計速報より 









し、逆に 100 億円以上になると、その割合は下がっている。 
 




出典：平成 19 年科学技術研究調査（総務省） 
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出典：平成 19 年科学技術研究調査（総務省） 
 















                                                   











第Ⅰ期計画（2001～2005 年度）で参加企業約 10,700 社、参加大学･高専約 290 校、５万件の
新事業創出といった成果が出ており、2009 年３月現在、全国 18 のプロジェクトで、地域の経済産
業局と民間の推進組織が一体となって、新事業に挑戦する地域の中堅・中小企業約 10,700 社、
約 290 校を超える大学（工業高等専門学校を含む）と緊密に連携、協力しているという。 









































① 「北海道バイオ産業成長戦略」（企業 106 社、大学・公的機関 22 機関、自治体 2 団体、金
融機関その他 111 機関等のネットワークを形成） 
重点産業分野；「健康・医療」（機能性食品・化粧品、創薬・医薬、研究支援ビジネス） 
② 東海バイオものづくり創成プロジェクト（企業等 78（うち、金融機関等 4 機関を含む）、大学・
公的研究機関 47 機関、自治体 4 団体、のネットワークを形成） 
重点産業分野；医療用機械器具・生体材料、治療・診断、機能性食品、環境バイオ 










⑤ 九州地域バイオクラスター計画（2008年 3月 31日現在、110社・機関・者（団体会員 47社・
機関、個人会員 52 者、特別会員 11 機関） 
重点産業分野；機能性食品・健康食品及びそれをサポートするバイオ産業 







 総合科学技術会議  基本政策推進専門調査会  分野別推進戦略総合プロジェクトチーム第
















                                                   
11 文部科学省ＨＰより 


























 研究成果の特許化及び育成に係る研究開発の実施  

























の構築を目的とした「都市エリア産学官連携促進事業」が 2002 年度から実施されている。 
事業概要としては、以下のとおりとなっている。 
 個性発揮、地域特性を重視し、特定領域への分野特化  

































































 総合科学技術会議  基本政策推進専門調査会  分野別推進戦略総合プロジェクトチーム第












                                                   
13 農林水産省ＨＰより 
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年度からは、「食農連携促進事業」に組み替えられる予定。）については、2008 年６月現在で全国










を推進。補助率２分の１、予算額 237 百万円 
、とされている。  




助率；定額、予算額 209 百万円 
 地域食品ブランドの育成・管理の実施；地域食材を活用した食品の供給及び産地ブランドの
確立を推進するため、食品企業等のブランド管理能力の向上等を推進。補助率；定額、予算


















                                                   
14  農林水産省 HP「食料産業クラスター協議会による新製品開発の状況」よりカウント 
15  農林水産省ＨＰより 
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この他、総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合プロジェクトチー





















2008 年７月 21 日に「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する









 ここでは、（社）食品需給研究センター 調査研究部 食料産業クラスターチーム（コンサルタント）
























官連携」が約４割となっている（図表 5-1 参照）。 
 






























































図表 5-2 連携による技術開発で得られた成果（複数回答） 




















（社）食品需給研究センター 調査研究部研究員  藤科 智海  










（図表 5-3 参照）。 
 






（社）食品需給研究センター 調査研究部研究員  藤科 智海  
 





































                                                   
17 インタビュー結果より 
18  『日本の産業クラスター戦略 地域における競争優位の確立』（石倉洋子・藤田昌久・前田昇・金井一頼・山
崎朗著）における「クラスター形成・促進要素」を参考にキーワードを抽出 



























 なお、特定保健用食品については、2007 年 12 月末現在の表許可・承認の総数は 755
品目となっており、2007 年度の市場規模は 6,798 億円（メーカー希望小売価格ベース）













20 厚生労働省ＨＰ http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/pdf/kenkouzoushinkodai_1.pdf より 
21 （財）日本健康・栄養食品協会ＨＰより 
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図表 5-5 保健の用途別構成比の推移  
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少し前のレポートになるが、（独）工業所有権情報・研修館による「特許流通支援チャート」で








出典：（独）工業所有権情報・研修館  特許流通促進事業 HP 
                                                   
22 （独）工業所有権情報・研修館 特許流通促進事業 HP より
http://www.ryutu.inpit.go.jp/chart/H14/ippan07/frame.htm 
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図表参-2 機能性食品全体の出願人数と出願件数の推移  
 












・ 1999 年；ミネラルの形状に関する規制緩和を実施  
  40 
・ 2001年；特定保健用食品は 2001年に栄養機能食品とともに保健機能食品に包含（保健機能食品
制度設置） 23










図表 参－3 機能性食品の特許出願件数と市場規模の推移  
 
 
注：機能性食品の市場規模の推移は「ヘルスフード レポート(2002 年 )」（山の下出版）の健
康食品市場動向をもとに作成されている。 
出典：（独）工業所有権情報・研修館  特許流通促進事業 HP 
                                                   









  41 
 
図表参-4 特定保健用食品の許可数と特許出願件数の関係  
 










こちらも少し前のレポートになるが、NISTEP 科学技術動向 No.12（2002 年３月号）
の特集記事に「機能性食品の研究開発の動向」（ライフサイエンス・医療ユニット 長谷川 明宏、





＜参考；NISTEP 科学技術動向 No.12（2002 年３月号）の特集記事に「機能性食品の研究開発の動向」
（ライフサイエンス・医療ユニット 長谷川 明宏、茂木 伸一）おわりに ～今後の機能性食品の研究開発の課
題～＞（アンダーラインは筆者） 
① 科学的根拠を充実させるための研究の推進  
 特定保健用食品に代表される機能性食品の研究開発においては、in vitro による研究、モデル動物
を利用した研究、ヒト集団を利用した臨床的試験などが実施され、科学的知見が蓄積されてきている





































































































































末品開発（トレハロース使用）を可能(1kg あたり 15，000 円であったのが 6，000 円までコストを下
げることが可能になった）とした。これにより、商品化が促進され、麺、豆腐、饅頭、ケーキなど商
品化の用途が広がり、中島菜の認知とプランド化が進むことになった。 
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第 2 段階としては、市町村合併で中島町役場から JA に推進役が移管した時期に転機があっ
た。2003 年テレビで中島菜の機能性について放送されたことをきっかけに全国から問合せ･注文
が殺到した。このことから、生鮮野菜としての試験販売も実施するようになった。   
なかじま菜のマーク 
 











また、このペースト状に加工された製品の活用に着目し、2009 年 2 月には、農商工等連携事
である。 




27 特開 2007-244313「アブラナ科野菜のアンジオテンシン変換酵素阻害活性を高める方法」  













ⅰ）中島菜と他の野菜の ACE 阻害活性比較 
ⅱ）中島菜 ACE 阻害活性の貯蔵過程や加工処理に伴う変化 
ⅲ）栽培法の違いによる変化、について研究がなされ、 













 また、中島菜の機能性については、石川県立大学 生物資源環境学部食品化学科 生物資源
環境学部食品科学科 教授 榎本俊樹氏を中心に、 
  48 
ⅳ）中島菜に ACE を強力に阻害する成分が含まれていること、 














図表 5-5 SHR の血圧に及ぼす中島菜給餌の影響  
 
出典：New Food Industry 2002Vol.44 No.7 『中島菜（ナカジマナ）
の機能性  アンジオテンシン I 変換酵素阻害能と高血圧自然発症
ラット（SHR）の血圧に及ぼす影響』（榎本  俊樹、三輪  章志、吉





                                                   
29 New Food Industry 2002Vol.44 No.7 『中島菜（ナカジマナ）の機能性 アンジオテンシン I 変換酵素阻害能と

























































 ⑦ 今後の課題 
 
「官」側の課題としては、 『石川県食品産業戦略「食品王国いしかわ」の世界ブランド化に向け



























 (独）農業･食品産業技術総合研究機構  果樹研究所（以下「果樹研究所」という。）は、果樹
農業の発展と豊かな食生活に貢献するために，品質の優れた果実を安定的かつ効率的に供給す




















図表 5-6 みかんの都道府県別収穫量割合  
 
出典：「平成 19 年産みかんの収穫量及び出荷量」（農林水産省）  
 
果樹研究所では、みかんに多量含まれる β－クリプチキサンチン（以下「β-CRP」という。
β-CRP とは、カロテノイドの一種で、みかんに多量（果肉中１mg／100g）に含まれ、ビタミン A 効力
を有するほか、各種の疾病に予防作用があると考えられている。）に着目した研究を行っている。こ
の背景は、健康指向が高まっている状況の中、みかんを代表する機能性成分の β-CRP を研究し、
                                                   
32 果樹研究所 HP より 
33 総務省『家計調査』（家計収支編・二人以上の世帯） 
34  「平成 19 年産みかんの収穫量及び出荷量」（農林水産省） 




∗ 生物系特定産業技術研究支援センター 基礎研究推進事業（1996～2000 年度） 
∗ 生物系特定産業技術研究支援センター 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業
（2001～2005 年度） 























ＣＲＹについては、自社の HP で解説を行っている。）。 








健康に関する研究者が 3 名おり、そのうちの１名が 18 年度民間部門農林水産研究開発功労者表
彰で農林水産技術会議会長賞(2 席)を受賞している。「えひめ飲料」ではこれまでの蓄積を生かし
て静岡県立大学薬学部との共同研究でジュースを飲む人の骨中カルシウム濃度の関係を研究し

















                                                   
35  アークレイ株式会社 HP より 
36  インタビュー調査結果より 






































年 9 月 11 日付）として公開された。） 
ⅵ）食べやすく食味良好でβ－ＣＲＹを高含有する早生のみかん 新品種「西南のひかり（せいな


















































「えひめ飲料」では、POM ジュースの商品にβ－ＣＲＹを通常の 2 倍含んでいるジュースを開発・
販売しており、これに関して、β－ＣＲＹを濃縮する技術の特許を持っている。 
・ 登録番号：特許 3475194、登録日：2001 年４月 13 日、発明の名称：カロチノイド高含有ジュース
の製造方法、出願人：株式会社愛媛柑橘資源開発研究所、発明者：隅田孝司ら 




















（３） (独）農業･食品産業技術総合研究機構 野菜茶業研究所の取組 
 
① 取組の概要 38
                                                   
38 JST「産学官連携ジャーナル Vol.4 No.6 2008」『成功事例に学ぶ産学官連携③生物系産業創出のための異
分野融合研究支援事業 茶の抗アレルギー作用を利用した食品開発  機能性茶の「べにふうき」栽培が広が













































全身ソープ、ローションティッシュなどが発売されている（図表 5-7 参照）。 
 
図表 5-7 成果を利用した商品の紹介  
商品名  商品の特徴  販売者  
べにふうき緑茶  べにふうき緑茶を使 アサヒ飲料




メ チ ル 化 カ テ キ ン










キン 17mg 含有。  















キン 20mg 含有。  
 







































































































                                                   
39  アサヒ飲料 HP より 












ⅱ）茶葉中の IgE 抗体産生抑制物質ストリクチニン（研究期間；1996～2000 年）（野菜茶業研究
所、九州大学、静岡県立大学） 























































ⅹⅰ）チャのメチル化カテキン生合性酵素 CsOMT のｃDNA 単離と特性（研究期間；2003～2007
年度）（茶業研究所、アサヒビール） 


































・ 登録番号：特許 3536076、登録日：2004 年３月 26 日、発明の名称：融合細胞株とその取得方
法、出願人：農林水産省 野菜・茶業試験場長、発明者：辻 顕光ら 




立行政法人 農業技術研究機構、発明者：辻 顕光ら（注）上記②ⅱ）の研究関連） 
・ 登録番号：特許 3662012、登録日：2005 年４月１日、発明の名称：融合細胞株、出願人：独立
行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構、発明者：辻 顕光ら 




・ 登録番号：特許 4158984、登録日：2008 年７月 25 日、発明の名称：機能性食品、出願人：独
立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構、アサヒ飲料株式会社、発明者：山本 万里
ら 
・ 特許公開番号：特開 2005-060277、公開日：2005年３月 10日、発明の名称：花粉症抑制茶葉、
ティーバック及び花粉症抑制組成物、出願人独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機
構、アサヒ飲料株式会社、発明者：山本 万里ら（注）上記②ⅵ）の研究関連） 




  65 
・  特許公開番号：特開 2005-185200、公開日：2005年７月 14日、発明の名称：茶生葉処理装置
と茶生葉処理方法、出願人：株式会社寺田製作所、発明者：長屋 行昭ら（注）上記②ⅷ）の研究
関連） 
・  特許公開番号：特開特開 2007-060957、公開日：2007 年 3 月 15 日、発明の名称：飲料及び
その製造方法、出願人：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構、アサヒ飲料株式会
社、発明者：山本 万里ら（注）上記②ⅷ）の研究関連） 
































                                                   
41 JST「産学官連携ジャーナル Vol.4 No.6 2008」『成功事例に学ぶ産学官連携③生物系産業創出のための異
分野融合研究支援事業 茶の抗アレルギー作用を利用した食品開発  機能性茶の「べにふうき」栽培が広が
る』（登坂和洋）  











 函館エリアの取組は、第４章 「食料産業クラスター」を推進する施策 ２. 文部科学
省による知的クラスター創成事業等 （２）－２ 都市エリア産学官連携促進事業の中で
の農林水産物、食品を核とした取組においてとりあげたように、都市エリア産学官連携促
























                                                   
42 「都市エリア産学官連携促進事業」（平成 19 年度版）文部科学省、JST「産学官連携ジャーナル Vol.2 No.10 
2006」『特集「都市エリア」函館の挑戦』（川下浩一）、「平成 17 年度都市エリア産学官連携促進事業事後評価報
告書」(文部科学省 )、インタビュー調査結果  より  







































4 社から生まれた。一方原材料であるガゴメについても、取引額が 1,200 円/kg から 3 年後には約
4,500 円/kg にもなり、生産者についても、事業 1 年目 10 名だったのが、3 年目 600 人以上と拡大
















































                                                   
























































































ⅴ） 様々な食品試料へ広い適応性があるFISHFC を応用した新規で安価（通常の1/2 以下：
150万円）な迅速細菌検査システムを開発し、さらに簡易化法を考案し、検査に必要なプロー
ブ・試薬キットを試作 
ⅵ） 7 種の細菌を特異的に検出可能とする蛍光標識DNA プローブを開発し、腸内細菌科に
加え、ビブリオ、リステリア、ウェルシュ、エロモナス、腸炎ビブリオ、大腸菌、サルモネラのライン
ナップを揃えた。 




 ③ 「学」「官」のシーズをうまく活用するために必要な方策、産学官がうまく連携するための鍵 44
















比べ格段に多い点である（2008 年 2 月現在で 83 社）。ここまで参加企業が増えたのは、地
域資源として脚光をあびたガゴメの研究者である北海道大学水産学研究科の研究者とガゴ
メに興味を持つ地元企業の方々との密な連携があった。都市エリア産学官連携促進事業で
























・  特許公開番号：特開 2007-20416、公開日：200７年２月１日、発明の名称：がごめ昆布から昆
布エキスを粉末状態で抽出する方法、出願人：有限会社ヒューマンライフ＆サイエンス社、（財）
函館地域産業振興財団、発明者：長谷川 雅昭ら 












・  特許公開番号：特開 2006-2547912、公開日：2006年９月 28日、発明の名称：生鮮海産頭足
類の表皮色素胞活動能の維持方法、出願人：（財）函館地域産業振興財団、株式会社古清商
店、発明者：木下 康宣ら 
・  特許公開番号：特開 2006-254802、公開日：2006 年９月２８日、発明の名称：生鮮海産頭足
類の表皮色素胞活動能の維持方法、出願人：、（財）函館地域産業振興財団、株式会社古清
商店、発明者：木下 康宣ら 
・  特許公開番号：特開 2006-296285、公開日：2006 年 11 月２日、発明の名称：簡易迅速培養
併用蛍光インサイチューハイブリダイゼーション法、出願人：国立大学法人 北海道大学、（財）
函館地域産業振興財団、株式会社東和電機製作所、発明者：大坪 雅史ら 
・  特許公開番号：特開 2007-75055、公開日：200７年３月 29 日、発明の名称：活き締めされたイ
カ及びイカの活き締め方法、出願人：（財）函館地域産業振興財団、株式会社古清商店、発明
者：吉岡 武也ら 
・ 特許公開番号：特開 2007-259766、公開日：2007年 10月 11日、発明の名称：活魚介類の保
存又は輸送方法、出願人：（財）函館地域産業振興財団、千葉水産株式会社、発明者：吉野 
博之ら 
・ 特許公開番号：特開 2008-237093、公開日：2008 年 10 月 9 日、発明の名称：生鮮海産頭足
類の保存又は輸送方法、出願人：（財）函館地域産業振興財団、国立大学法人 北海道大学、
株式会社古清商店、発明者：木下 康宣ら 
  74 
・ 特許公開番号：特開 2008-237094、公開日：2008 年 10 月 9 日、発明の名称：生鮮海産頭足
類の表皮色素胞運動能維持方法、出願人：（財）函館地域産業振興財団、国立大学法人 北
海道大学、発明者：木下 康宣ら 
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豊橋市における農商工連携プログラムの推進体制イメージ  
 
出典：｢豊橋市農業振興プラン｣（平成 19 年 3 月）豊橋市 より抜粋 
 
こうした活動を受けて、2007 年 6 月に「食農産業クラスター協議会」が立ち上げられた。「食農産
業クラスター協議会」は当初会員 100 社を目指すこととした。設立総会のときに既に年会費 2 万円
払う会社が 80社集まっており、賛助会員なども合わせて 105社となっており、2008年 10月現在 120







































社に競わせて設計図を作ってもらい、最終的に 1 台 3000 万円の機械ができた。選果の手


























・ 文部科学省「都市エリア産学官連携促進事業(発展型)」（2005～2007 年度） 
スマートセンシングシステムの開発と応用（ものづくり基盤の強化、IT によるほ場から食卓まで
一貫した安心できる食環境の確保） 



















・愛知県「農工連携研究促進事業費」（2007 年度～2009 年度） 
 〇施設園芸分野におけるインテリジェントハウスの開発と実証 













































                                                   
45  「ソフトスチーム」についてはインタビュー結果より、その他は「平成 17 年度都市エリア産学官連携促進事業報
告書」(文部科学省 )より 

















74mm、高さ 98mm であり、走査範囲は XY 方向が０～600nm、A 方向が０～1200nm。STM 制御装




















































・ 特許公開番号：特開 2007-205925、公開日：2007 年 8 月 16 日、発明の名称：超伝導型流体
用磁性異物検出装置、出願人：国立大学法人豊橋技術科学大学、住友電工システムソリュー
ション株式会社、アドバンスフードテック株式会社、発明者：田中 三郎ら 






                                                   
46 食料産業クラスター～関連情報（ルポ）『愛知県の豊橋市食農産業クラスターにおける生産者サイドの関わり～
豊橋温室園芸農業協同組合の取り組み』（（社）食品需給研究センター藤科智海） 

























































































































                                                   
47 厚生労働省ＨＰ http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/pdf/kenkouzoushinkodai_1.pdf より 






































































































































＜参考；フランスの VITAGORA クラスターとの意見交換で得られた示唆＞  
2008 年５月に来日したフランスのVITAGORAクラスター 48





負担）投資し、500 名の雇用を生み出し、2 億ユーロの純収益（ブルゴーニュの隣の州の食品の総売上が 14 億
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第７章 おわりに  
 
本調査研究では、「学」や「官」がその役割を発揮して食料産業クラスターを形成している事例を
いくつか拾って、産学官がどのように連携し、それぞれがどのような役割を発揮していけば、期待さ
れる効果が出るのかといったことを明らかにすること、各省それぞれの地域クラスター関連施策があ
る中で、これらの事業を活用しつつ、地域の農林水産物、食品を核としたクラスター形成が、どのよ
うに行われているのか、行われる可能性があるのか、といったことを明らかにし、地域活性化の可能
性を探ることを目的に事例調査を行った。 
調査設計当初は、 
Ⅰ 公設試が中核となった取組（官側からの働きかけによる取組） 
Ⅱ 独法主導型の取組(官側からの働きかけによる取組） 
Ⅲ 技術シーズ中心型の取組（大学側からの働きかけによる取組） 
Ⅳ 技術開発主導型の取組（産業側からの働きかけによる取組） 
という４つのカテゴリーに分け、Ⅰに関しては、石川県農業総合研究センターを中心とした地域農産
物ブランド化の取組、Ⅱに関しては、（独）農業・食品産業技術総合研究機構果樹研究所及び野
菜茶業研究所の取組、Ⅲに関しては、函館エリアの取組、Ⅳに関しては、愛知県豊橋市における
食農産業クラスターの取組が該当すると仮定して事例調査を行った。 
 しかしながら、実際には、函館エリアの取組は、北海道大学及び北海道立工業技術センターの二
人三脚でリーダーシップをとってきた取組であり、Ⅰ及びⅢの複合的な事例であり、愛知県豊橋市
の事例は、中核機関が中心となって、産業側からのニーズを引き出すことにより、当該ニーズとシー
ズをうまくマッチングさせた取組であり、きれいに割り切れるものではなかった。 
 ただし、いずれの事例も、リーダーシップをとる機関・者が明確となっており、その機関・者を中心
に情報共有がしっかりなされることで、技術シーズとニーズのマッチングがうまくなされ、それに伴い
商品開発が次々になされるという成果につながっていた。 
 
本 Discussion Paperは、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見を頂く事を目
的に作成したものであり、今後の関係者からの活発なご意見を期待している。 
特に、特に、食料産業クラスターにおける知的財産活用、機能性食品の研究開発、販売戦略な
どについての分析については、更なる調査研究が必要と考えている。さらに、農商工等連携法によ
り、各地で様々な取組がスタートしており、こうした動きのフォローも必要である。 
 
本報告書をまとめるに当たり、多忙な中、インタビュー調査等にご協力くださり、調査メモの確認
及びアドバイスをいただき、また、掲載を許可してくださった各機関関係者の方々に、深甚なる謝意
を表する。 
 
最後に、本調査研究が、現在あるいは将来、食料産業クラスターに取り組んでいる関係者にとっ
て、その取組のヒントとなり、更なる発展につながる参考となれば幸いである。 
 
